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平成２３年度普通会計決算の概要について  

 

 「普通会計」とは、総務省が行っている「地方財政状況調査」上、全国統一的に用いられる

会計区分であり、これにより、全国各市町村との財政比較や統一的な掌握が可能となります。 

宜野湾市の普通会計は、一般会計と区画整理事業特別会計が調製され、純計された会計とな

っています。 

 

平成２３年度の本市における普通会計の決算規模は歳入総額３３，５６３，６３１千円、歳

出総額３２，４３３，１９５千円となっています。また平成２２年度の普通会計決算額と比較

すると、歳入で１，９１９，２０５千円の増（６．１％）、歳出で１，６４０，４６３千円の

増（５．３％）となっています。 

 

  歳入科目の対前年度比較では、地方税（市税）は全体として２２９，７３８千円の増（２．

５％）となっており、その内訳として、市民税６６，０４９千円の減（△１．８％）、固定資

産税１９９，２６７千円の増（４．３％）、軽自動車税７，３９０千円の増（３．４％）、市

町村たばこ税８８，２２５千円の増（１６．５％）、入湯税９０５千円の増（４９．８％）と

いう状況です。 

 

利子割交付金は、２，０７４千円の増(７．９％)、配当割交付金は、１，５９１千円の増（３

０．５％）、株式等譲渡所得割交付金２５４千円の減（△１２．４％）、地方消費税交付金１

０，５７７千円の減（△１．６％）、自動車取得税交付金６，５５５千円の減（△２２．１％）

等大幅な落ち込みもみられます。地方譲与税は、今年度も３，１２６千円の減（△１．９％）

となっていますが、地方特例交付金については、５１，９６６千円の減（△４３．７％）とい

う状況です。 

 

地方交付税は２２５，０９４千円の増（４．４％）で、うち普通交付税は２２０，５９５千

円の増（４．８％）で、特別交付税は４，４９９千円の増（０．８％）となっています。また、

交通安全対策特別交付金は１３１千円の減（△０．９％）、分担金及び負担金は保育所児童措

置費の増により３５，５４５千円の増（１１．４％）、使用料は、４，７０５千円の増（１．

８％）、手数料は６，３０１千円の増（３．８％）となっています。 

また国庫支出金において、普通建設事業費は真志喜中学校校舎増改築事業、真志喜中学校校
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舎併行防音事業などの大幅な増により、５９８，８０８千円の大幅な増（５０．５％）となり、

地域活力基盤創造交付金事業費は長田１号道路整備事業費、宜野湾市風景づくり推進事業費な

どにより、７７，０４７千円の増（１４．６％）である。そのほか、生活保護費も昨今の経済

不況により４０９，０７５千円の増（２１．７％）など各事業とも増傾向にあり、全体的には

１，１０５，８３２千円の増（１５．１％）となっています。その大きな要因としては、先に

も触れた真志喜中学校校舎増改築事業と生活保護費の増が挙げられます。 

 

国有提供施設等所在市町村助成交付金は１５，４１５千円の減（△２．９％）、県支出金は、

安心こども基金保育所緊急整備事業補助金８３，６４８千円の増、保育所児童措置費３７，７

５２千円の増、放課後児童対策事業費２６，２２３千円の増、障害者自立支援給付費２９，７

６５千円の増、沖縄県ワクチン接種促進基金事業補助金８８，５２８千円の増、新型インフル

エンザ接種費用軽減事業費２４，１７５千円の増等により、総額で１９２，２３４千円の増（７．

４％）となっています。財産収入は、財産売り払い収入の減等により、７，１８０千円の減（△

３．６％）、寄付金は一般寄付金の増により、４９４，０００千円の増（５，１８３．６％）

となっています。 

 

繰入金は、対前年度比較で退職手当基金繰入金が４６０，０００千円の減、財政調整基金繰

入金が８６，０００千円の減、公共施設等整備基金繰入金が４６２，９０１千円の皆増、市道

潰地補償基金繰入金３９，６９５千円の増等により４０，０７５千円の減（△３．５％）とな

っています。 

 

繰越金は、一般会計繰越金１４０，７０７千円の増（１９．１％）、諸収入については、２，

９０７千円の減（△１．１％）という状況です。 

 

平成２３年度の地方債は、対前年度と比較すると、真志喜中学校校舎増改築事業債３２０，

０００千円の増（４５３．６％）はあるものの、臨時財政対策債３１０，８１２千円の減（△

１８．９％）、土地区画整理事業債３７９，３００千円の減（△５７．５％）等により、３７

６，１１２千円の減（△１３．０％）となっています。 

 

次に、目的別歳出の対前年度比較では、議会費が１０６，３０３千円の増（３９．６％）、

総務費が２１２，９３８千円の減（△５．２％）、民生費は１，００６，０３９千円の増（７．
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６％）、衛生費は２４２，５３０千円の増（１５．７％）、労働費は１８，００６千円の増（７．

５％）、農林水産業費８４，８９７千円の減（△５６．０％）、商工費１７，０７５千円の減

（△９．２％）、土木費７７９，７９３千円の減（△１９．６％）、消防費４，９７０千円の

減（０．７％）、教育費１，３０３，７６０千円の増（３３．２％）、災害復旧費０円、公債

費５３，５５８千円の増（２．２％）となっています。 

 

また、性質別歳出の対前年度比較では、人件費５７２，７７０千円の減（△１１．１％）、

扶助費７９６，８９６千円の増（８．８％）、公債費５３，５５８千円の増（２．２％）、普

通建設事業費は５５７，５９４千円の増（１１．９％）、うち補助事業費８６９，２０５千円

の増（２４．７％）、うち単独事業費３１１，６１１千円の減（△２６．５％）となっていま

す。災害復旧事業費０円、物件費３４５，６６６千円の増（９．２％）、維持補修費５，５４

５千円の減（△５．１％）、補助費等６３，０２９千円の増（４．４％）、積立金２７８，９

１８千円の増（３７．２％）、投資及び出資金２９０千円の減（皆減）、貸付金２０，０００

千円の増（８８．９％）、繰出金１０３，４０７千円の増（３．０％）という状況です。 

 

  決算収支でみると、形式収支１，１３０，４３６千円、実質収支９３２，４８８千円となっ

ています。財政指標は、実質収支比率は５．７％(対前年度比２．０％増)、財政構造の弾力性

を示す経常収支比率は、８４．８％（対前年度比３．４％減）となっています。また、公債費

比率は９．８％（対前年比０．５％減）、起債制限比率は８．８％（対前年比０．８％減）と

いう状況です。 

 

 

普通会計決算の各財政指標について 

 

１．財政力指数について  

 「 財 政 力 指 数 」 と は 、 地 方 交 付 税 法 の 規 定 に よ り 算 定 し た 基 準 財 政 収 入 額 を 基 準 財

政 需 要 額 で 除 し て 得 た 数 値 の 過 去 ３ ヵ 年 間 の 平 均 値 を い い 、 「 地 方 公 共 団 体 の 財 政 力

を 示 す 指 数 」と し て 用 い ら れ ま す 。財政力指数は「１」に近くあるいは「１」を超えるほど

財源に余裕があると見なされる指標です。本市の場合、過去３ヵ年の単年度数値は、平成２１

年度０．６３５、平成２２年度０．６１７であり、平成２３年度０．６１７で３ヵ年平均の平

成２３年度財政力指数は、「０．６２３」で前年度に比べ０．００６の減となっています。 
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平成２３年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が０．４９９であり、宜野湾市（０．

６２３）は、那覇市（０.７４７）、浦添市（０．７４５）に次ぐ３番目の指数という状況です。 

（ 決 算 資 料 １ ２ ・ １ ４ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ ０ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

２．実質収支比率について  

 「実質収支比率」とは、地方公共団体の一般財源の標準規模を示す「標準財政規模」に対す

る「実質収支額の割合」を示す指標で、黒字の場合、おおむね３～５％が望ましいとされてい

ます。平成２３年度の宜野湾市の実質収支額は、９３２，４８８千円であり、対前年度比較で

３４８，８０６千円の増（５９．８％）となっています。また、平成２３年度の標準財政規模

は、１６，３４９，６５７千円で対前年度比較４７３，７０８千円の増（３．０％）であり、

平成２３年度決算での本市実質収支比率は５．７％で、前年度と比べると２．０％の増（改善）

となっています。 

 県内各市の状況は、実質収支比率の県内１１市平均が６．２％であり、本市は宮古島市（１

１．２％）、南城市（１０．３％）、南城市（７．１％）、名護市（６．７％）に次ぐ４番目

の指数という状況です。 

（ 決 算 資 料 １ ２ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ １ ペ ー ジ 参 照 ）    

 

３．経常収支比率について  

 経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する指標として使われ、人件費、扶助費、公債費

等の経常的な経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的な一般財源がどの程度充当

されたかをみる指標で、この比率が低い程、投資的経費に充当できる一般財源に余裕があり、

財政構造が弾力性に富んでいると言われています。 

平成２３年度の普通会計決算では、８４．８％（減収補てん債特例分、臨時財政対策債を含

めた場合）となっており、対前年度比で３．４％の減（改善）となっています。 

経常収支比率が減となった主な要因は、「経常的な経費」のうち、対前年度比で物件費が１．

３％、補助費等が０．１％、公債費が０．３％の増となったものの、人件費が３．１％、扶助

費が０．４％、繰出金が１．６％の減となったことが起因します。 

 平成２３年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が８５．４％であり、宜野湾市（８

４．８％）は、石垣市（７８．７％）、南城市（８０．０％）、うるま市（８２．０％）に次

ぐ４番目の指数という状況です。 

（ 決 算 資 料 １ ３ ・ １ ９ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ ０ ペ ー ジ 参 照 ）  
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健全な財政運営を図っていく上からも適正数値の７５％～８０％を目標に、更なる努力が必

要であり、徹底した経常経費の歳出縮減はもちろんのこと、普通交付税や臨時財政対策債等の

依存財源に頼らない、市税を中心とした自主財源の経常的な歳入の増額確保を強化していくこ

とが重要となっています。 

 

４．実質公債費比率について  

  地方債の発行に伴う、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を

基本とした額に対する比率で、許可制だった地方債の発行が平成１８年度から協議制となった

ことに伴い、それまでの起債制限比率では計算されない公営企業の元利償還金への一般会計か

らの繰出し等が反映され、自治体の実質的な財政の明確化、透明化等が図られる実質公債比率

が導入されました。この比率が１８％以上で地方債発行に国の許可が必要となり、２５％以上

で単独事業の地方債が発行できません。平成２３年度の宜野湾市の実質公債費比率は１０．０

％で前年度より０．８％減（改善）となっています。また実質公債費比率は、平成１９年度か

ら財政健全化判断比率の一つの指標として算定されています。経常収支比率とともに財政構造

の弾力性をみる上で重要な指標とされるものです。地方債はある程度活用することは、止むお

えないものではありますが、後年度の財政負担とならないよう計画的な地方債発行を行う必要

があります。 

 平成２３年度決算の県内各市との比較では、県内１１市平均で１１．０％であり、宜野湾市

（１０．０％）は、南城市（７．７％）、名護市（７．８％）、宮古島市（９．７％）に次ぐ

４番目の数値となっています。 

（ 決 算 資 料 １ ３ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ １ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

５．地方債現在高について  

 平成２３年度決算額における地方債現在高は、２８，３５７，９４０千円で対前年度に比べ

５０２，１３４千円の増（１．８％）となっています。地方債現在高の増加は、公債費比率の

上昇とも関係し、このまま増加推移していくと財政構造の弾力性は失われ、将来的な負担増に

つながります。公債費の償還計画では今後も公債費の増加が予測されています。 

公債費の抑制にあたっては、起債を必要とする新規事業の採択を厳選すること、また、起債

の活用を行わず事業費の確保を図る必要もあることから、市税や手数料等、更なる自主財源の

確保対策が必要となっています。 

  平成２３年度決算の県内各市の状況において、宜野湾市の地方債現在高（２８，３５７，９
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４０千円）は、那覇市（１３６，５２３，２２１千円）、うるま市（４９，１７８，６５８千

円）、浦添市（３５，４３７，２９５千円）、沖縄市（３５，０２２，１２７千円）、宮古島

市（３４，８８６，８２６千円）に次ぐ６番目の額となっています。 

（ 決 算 資 料 ２ ２ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

６．債務負担行為額について  

 債務負担行為は、歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるも

のを除くほか、地方公共団体が債務を負担する行為につき、その行為の内容として定めておく

ものであり、予算の一部を構成するものです。 

平成２３年度決算では、平成２３年度以降、債務負担行為により支出が見込まれている経費

は、６，９１６，０６０千円で対前年度比２８．１％の増となっています。主な要因としては、

大山小学校過密解消・分離新設校関連事業、宜野湾中学校校舎・武道場・水泳プール増改築事

業等に伴う増によるものです。 

  平成２３年度決算での県内各市との比較については、宜野湾市の債務負担行為額（６，９１

６，０６０千円）は、那覇市（１５，０６２，９０６千円）に次ぐ２番目の額となっています。 

（ 決 算 資 料 ２ ２ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

地方交付税について 

 

 国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税の一定割合額を国が地方公共団体に

対して交付する税で、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住んでいても一定

の行政サービスを提供できるよう財源を保障するためのものです。地方交付税には、普通交付

税と特別交付税があります。 

 

  普通交付税  

    普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その 

差額（財源不足額）を補てんするため交付されます。 

 

基準財政需要額 － 基準財政収入額 ＝ 財源不足額 ＝ 普通交付税 

 

  （１）「基準財政需要額」とは、各地方公共団体の実績による経費の支出ではなく、地方交
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付税制度上、各地方団体の財政需要を合理的に測定するために一定の算式で算定した額

です。（標準的な行政運営を行うために必要な一般財源所要額） 

  （２）「基準財政収入額」とは、地方交付税制度上、各地方公共団体の財政力を合理的に測

定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入等を一定の方法によって

算定した額です。 

  平成２３年度の交付額は、４，８３１，１３９千円で、前年度に比べ２２０，５９５千円

の増（４．８％）であり、歳入総額に占める割合は、１４．４％で対前年度比０．２％の減

となっています。 

  基準財政需要額は、１２，６６８，６４８千円で前年度に比べ６２９，６９９千円の増（５．

２％）であり、基準財政収入額は、７，８１１，６９１千円で前年に比べ３８３，２８６千

円の増（５．２％）となっております。 

（ 決 算 資 料 １ ４ ・ ２ ５ ・ ２ ６ ・ ２ ７ ・ ３ ０ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

特別交付税 

特別交付税は、普通交付税の基準財政需要額や基準財政収入額の算定では反映することの

できなかった特別の要因に対して交付されます。平成２３年度の交付額は、５４９，３８９

千円で、前年度に比べ４，４９９千円の増（０．８％）であり、歳入総額に占める割合は、

１．６％で対前年度比０．１％の減となっています。（ 決 算 資 料 ２ ５ ペ ー ジ 参 照 ）  

 

目的別経費の決算状況について 

 

１．議会費については、対前年度比１０６，３０３千円の増（３９．６％）となっています。 

議員報酬事業１７０，７６０千円の増等が主な要因となっています。 

 

２. 総務費については、対前年度比２１２，９３８千円の減（△５．２％）となっています。

職員給与４２０，６９３千円の減等が主な要因となっています。 

 

３．民生費については、対前年度比１，００６，０３９千円の増（７．６％）となっています。

主な要因としては、生活保護事業２４９，５２５千円の増、子ども手当支給事業１６４，６

３７千円の増、保育所児童措置事業（私立）１８４，５２４千円の増、認可保育園施設整備

事業６８，８５０千円の増、認可保育園創設事業１１３，７９１千円の増等が主な要因とな
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っています。 

 

４．衛生費については、対前年度比２４２，５３０千円の増（１５．７％）となっています。

主な要因としては、子宮頸がん等ワクチン接種事業（補助）１９８，０１７千円の増、任意

予防接種費用助成事業（単独）２１，４８２千円の皆増等が主な要因となっています。 

 

５．労働費については、対前年度比１８，００６千円の増（７．５％）となっています。主な

要因は、緊急雇用創出事業１１，８３５千円の減、重点分野雇用創出事業（補助）４０，７

２７千円の増、地域人材育成事業(補助)１０，８７３千円の皆減等によるものです。 

 

６．農林水産業費については、対前年度比８４，８９７千円の減（△５６．０％）となってい

ます。主な要因としては、「（仮）海と緑の駅」駐車場等整備事業２８，２４０千円の皆減、

宜野湾漁港環境整備事業６３，３９０千円の皆減等によるものです。 

 

７．商工費については、対前年度比１７，０７５千円の減（△９．２％）となっています。主

な要因は、はごろも祭り・カチャーシー大会運営事業６，１２０千円の減、多言語表記案内

サイン整備事業４，７６８千円の皆減、情報産業振興施設管理運営事業４，６３３千円の減

等によるものです。 

 

８．土木費については、対前年度比７７９，７９３千円の減（△１９．６％）となっています。

主な要因として、伊佐・伊利原市営住宅建替事業１９６，６８３千円の減、宇地泊第二土地

区画整理事業（補助）３９９，４７５の減、佐真下第二土地区画整理事業（補助）８８，８

１７千円の減、比屋良川公園整備事業（補助）４７，１８９千円の減等によるものです。 

 

９．消防費については、対前年度比４，９７０千円の増（０．７％）となっています。主な要

因は、庁舎維持管理事業３，７６９千円の増等によるものです。 

 

１０．教育費については、対前年度比１，３０３，７６０千円の増（３３．２％）となってい

ます。主な要因としては、真志喜中学校校舎増改築事業７４６，２０９千円の増、嘉数小学

校屋外教育環境整備事業７５，２１３千円の増、宜野湾中学校校舎・武道場・水泳プール増

改築事業８３，４１１千円、普天間第二小学校増築事業１２４，３２４千円の増、大山小学
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校過密解消・分離新設校関連事業８９，６５３千円の増等の影響によるものです。 

 

１１．災害復旧費については、前年度、今年度とも予算執行はありません。 

 

１２．公債費については、対前年度比５３，５５８千円の増（２．２％）となっています。要

因については、地方債元金償還事業７１，５５１千円、地方債利子償還事業９，６３２千円

の減によるものです。なお、普通会計決算においては、借換債による一括償還分や、企業会

計債償還分等は公債費に含めないものとされています。 

（決算資料１７・２４ページ参照） 

 

性質別経費の決算状況について 

 

  歳出経費を性質別に、「義務的経費」、「投資的経費」、「その他の経費」に分類し構成比

を見ることにより、財政運営の健全性や弾力性を図り知ることができるとされています。すな

わち、「義務的経費」である人件費や扶助費、公債費の歳出総額に占める割合が低く、「投資

的経費」である普通建設事業費等の割合が高ければ高いほど弾力性があり、より健全な財政状

況にあるといわれています。 

  平成２３年度決算における性質別経費の状況を対前年度と比較しますと、「義務的経費」で

ある、人件費の割合は１４．１％で対前年度比△２．６％、扶助費は３０．４％で１．０％増、

公債費は７．７％で△０．３％となり、人件費・扶助費・公債費の合計額の歳出総額に占める

割合は５２．２％で、対前年度比△１．９％減となっています。 

一方、「投資的経費」である普通建設事業費のうち、補助事業費の歳出総額に占める割合は

１３．５％で、真志喜中学校校舎増改築事業、普天間第二小学校校舎増築事業（補助）等によ

り対前年度比２．１％増となっています。また、単独事業費の占める割合は２．７％で、真栄

原９号道路改良事業、学校ＩＣＴ環境整備事業（繰越）等の減により対前年度比△１．１％減

となっています。歳出総額に占める投資的経費の全体の割合は１６．２％で前年度と比べ１．

０％増加している状況です。 

「その他の経費」の歳出総額に占める割合は、３１．６％で前年度と比べ０．９％増加して

います。これは、物件費等の増が大きく起因し、子宮頸がん等ワクチン接種事業（補助）の皆

増等により、対前年度比０．４％の増となっています。 

（決算資料１８・２９ページ参照） 
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総 括 

 

  平成２３年度普通会計決算における本市の決算状況は、前年度と比較すると、歳入・歳

出決算額とも増額となっています。 

財政運営の健全性や弾力性を図る各指標の状況からも分かるとおり、実質収支比率は５．

７％で、２．０％上昇しています。また平成１９年に制定された「地方公共団体の財政の

健全化に関する法律」に基づく財政健全化判断比率においても、実質赤字比率や連結実質

赤字比率はなく、実質公債比率も基準値内の１０．０％、将来負担比率も同様に７２．９

％となっています。 

一方、投資的経費に充当できる状態を示す指標である経常収支比率は８４．８％で、前

年度に比べ３．４％改善しています。これは先述のとおり、継続的な景気の落込みなどの

影響を受けた社会保障関係費（扶助費）の増などはあるものの、新採用職員採用による職

員給与及び退職金など人件費の減や、充当一般財源の減などが大きな要因と言えます。 

 市民のニーズに十分に対応する行政運営に取り組むためには、依存財源に左右されな

い安定した歳入の確保が重要であり、特に自主財源である市税の税収確保が第一の課題で

すが、昨今の景気の後退が、地方税収に大きく影響するものと考えられるため、今後の経

済情勢を注視しながら、徴収率の向上に向けた取組みを図っていく必要があります。また、

他の自主財源についても、受益者負担を原則として使用料、手数料、負担金等の見直しを

適正におこなう必要があります。さらに定員適正化計画に伴う定員削減等による人件費の

抑制や、歳出の執行にあたっても、基本計画に沿った事業執行と予算編成、行政評価によ

る事業のスクラップアンドビルドを今後も積極的に行い、無理・無駄を省く効率的な行政

運営が必要となっています。 
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区　　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

財 政 力 指 数 0.640 0.641 0.641 0.629 0.623

実質収支比率 1.4 1.7 4.3 3.7 5.7
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- 12 -



（単位：％）

区　　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

経 常 収 支 比 率 88.6 88.5 90.2 88.2 84.8

公 債 費 比 率 13.3 12.3 11.2 10.3 9.8

公 債 費 負 担 比 率 14.5 13.1 11.8 11.8 11.9

実 質 公 債 費 比 率 13.3 12.9 12.2 10.8 10.0
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区　　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

基準財政需要額 11,540,728 11,781,357 11,739,184 12,038,949 12,668,648

基準財政収入額 7,542,739 7,484,203 7,456,792 7,428,405 7,811,691

標 準 財 政 規 模 13,792,746 14,715,909 15,058,801 15,875,949 16,349,657

普 通 交 付 税 3,958,599 4,291,988 4,259,998 4,610,544 4,831,139

(単位：千円)
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経常一般財源推移表 構成比較表

区　　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

地 方 税

8,441,351 8,626,026 8,801,026 9,086,642 9,316,380 59.9 59.2 59.7 58.8 59.1

地 方 譲 与税

186,924 179,164 169,223 164,640 161,514 1.3 1.2 1.1 1.1 1.0

利子割交付金等

60,746 36,353 32,045 33,429 36,840 0.4 0.3 0.2 0.2 0.3

地 方 消 費 税

交 付 金 632,354 599,920 639,385 652,391 641,814 4.5 4.1 4.3 4.2 4.1

特別地方消費税

0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自 動 車 取 得 税

交 付 金 60,887 59,815 37,993 29,663 23,108 0.4 0.4 0.3 0.2 0.2

地方特例交付金

78,802 103,364 105,668 118,928 66,962 0.6 0.7 0.7 0.8 0.4

普 通 交 付税

3,958,599 4,291,988 4,259,998 4,610,544 4,831,139 28.1 29.4 28.9 29.9 30.7

交通安全対策

15,852 14,669 15,043 14,470 14,339 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

使用料・ 手数 料等

14,437 15,117 12,801 71,024 18,176 0.1 0.1 0.1 0.5 0.1

国有提供施設

531,056 528,878 523,238 527,588 512,173 3.8 3.6 3.6 3.4 3.2

財 産 収 入

118,960 122,638 132,967 129,062 132,799 0.8 0.8 0.9 0.8 0.8

諸 収 入

2,717 3,313 2,900 2,811 4,688 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0

計

14,102,685 14,581,245 14,732,287 15,441,192 15,759,932 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

(単位：千円：％)

0%0%0%0%

10%10%10%10%

20%20%20%20%

30%30%30%30%

40%40%40%40%

50%50%50%50%

60%60%60%60%

70%70%70%70%

80%80%80%80%

90%90%90%90%

100%100%100%100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度 平成平成平成平成20202020年度年度年度年度 平成平成平成平成21212121年度年度年度年度 平成平成平成平成22222222年度年度年度年度 平成平成平成平成23232323年度年度年度年度

59.959.959.959.9 59.259.259.259.2 59.759.759.759.7
58.858.858.858.8 59.159.159.159.1

1.31.31.31.3
1.21.21.21.2

1.11.11.11.1

1.11.11.11.1 1.01.01.01.0

4.54.54.54.5

4.14.14.14.1
4.34.34.34.3

4.24.24.24.2 4.14.14.14.1

0.60.60.60.6

0.70.70.70.7
0.70.70.70.7

0.80.80.80.8 0.40.40.40.4

28.128.128.128.1
29.429.429.429.4 28.928.928.928.9

29.929.929.929.9 30.730.730.730.7

3.83.83.83.8 3.63.63.63.6 3.63.63.63.6 3.43.43.43.4 3.23.23.23.2

経常一般財源構成比較表

財産収入財産収入財産収入財産収入

国有提供施国有提供施国有提供施国有提供施

設設設設

普通交付税普通交付税普通交付税普通交付税

地方特例交地方特例交地方特例交地方特例交

付金付金付金付金

地方消費税地方消費税地方消費税地方消費税

交付金交付金交付金交付金

地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税

地方税地方税地方税地方税
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区　　　　分 平成19年度 伸び率 平成20年度 伸び率 平成21年度 伸び率 平成22年度 伸び率 平成23年度 伸び率

経常一般財源充当 13,182,392 1.3 13,552,888 2.8 14,315,980 5.6 15,062,491 5.2 14,486,009 △ 3.8

経常一般財源収入 14,102,685 △ 1.9 14,581,245 3.4 14,732,287 1.0 15,441,192 4.8 15,759,932 2.1

減税・臨時財政債 777,691 △ 16.3 728,427 △ 6.3 1,130,533 55.2 1,640,281 45.1 1,329,468 △ 18.9

経 常 収 支 比 率 88.6 3.5 88.5 △ 0.1 90.2 1.7 88.2 △ 2.1 84.8 △ 3.4

区　　　　分 平成19年度 伸び率 平成20年度 伸び率 平成21年度 伸び率 平成22年度 伸び率 平成23年度 伸び率

地 方 税 収 入 額 8,441,351 7.1 8,626,026 2.2 8,801,026 2.0 9,086,642 3.2 9,316,380 2.5

税 徴 収 率 86.5 1.5 87.7 1.2 88.0 0.3 88.8 0.8 89.7 0.9

(単位：千円：％)

(単位：千円：％)
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経常一般財源充当

経常一般財源収入

経常収支比率
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

地方税及び徴収率推移表

地方税収入額

税徴収率
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目的別経費推移表 目的別経費構成推移表 （単位：千円：％）

区　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

議会費 291,155 287,604 272,371 268,430 374,733 1.1 1.1 0.9 0.9 1.2

総務費 4,157,206 3,261,325 5,507,485 4,104,146 3,891,208 15.3 12.8 18.2 13.3 12.0

民生費 9,767,688 9,709,799 10,729,577 13,271,700 14,277,739 35.9 38.0 35.5 43.1 44.0

衛生費 1,440,057 1,466,581 1,739,076 1,541,333 1,783,863 5.3 5.7 5.8 5.0 5.5

労働費 67,434 68,801 147,737 239,078 257,084 0.2 0.3 0.5 0.8 0.8

農水費 80,277 102,106 113,813 151,485 66,588 0.3 0.4 0.4 0.5 0.2

商工費 185,834 195,824 188,572 186,373 169,298 0.7 0.8 0.6 0.6 0.5

土木費 4,076,175 3,589,160 3,542,563 3,983,702 3,203,909 15.0 14.0 11.7 12.9 9.9

消防費 742,250 725,660 735,959 673,367 678,337 2.7 2.8 2.4 2.2 2.1

教育費 3,847,482 3,627,257 4,725,570 3,923,259 5,227,019 14.2 14.2 15.7 12.7 16.1

災害復旧

公債費 2,533,490 2,513,246 2,509,620 2,449,859 2,503,417 9.3 9.9 8.3 8.0 7.7

計 27,189,048 25,547,363 30,212,343 30,792,732 32,433,195 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

0%0%0%0%

10%10%10%10%

20%20%20%20%

30%30%30%30%

40%40%40%40%

50%50%50%50%

60%60%60%60%

70%70%70%70%

80%80%80%80%

90%90%90%90%

100%100%100%100%

平成平成平成平成19191919年度年度年度年度 平成平成平成平成20202020年度年度年度年度 平成平成平成平成21212121年度年度年度年度 平成平成平成平成22222222年度年度年度年度 平成平成平成平成23232323年度年度年度年度

1.11.11.11.1 1.11.11.11.1 0.90.90.90.9 0.90.90.90.9 1.21.21.21.2

15.315.315.315.3

12.812.812.812.8

18.218.218.218.2

13.313.313.313.3 12.012.012.012.0

35.935.935.935.9

38.038.038.038.0

35.535.535.535.5

43.143.143.143.1
44.044.044.044.0

5.35.35.35.3 5.75.75.75.7

5.85.85.85.8

5.05.05.05.0 5.55.55.55.5

0.2 0.3

0.5

0.8
0.8

0.3 0.4

0.4

0.5 0.2

0.7 0.8

0.6

0.6 0.5

15.015.015.015.0 14.014.014.014.0

11.711.711.711.7

12.912.912.912.9

9.99.99.99.9

2.7
2.8 2.4

2.2

2.1

14.214.214.214.2
14.214.214.214.2

15.715.715.715.7

12.712.712.712.7

16.116.116.116.1

9.39.39.39.3 9.99.99.99.9

8.38.38.38.3 8.08.08.08.0 7.77.77.77.7

目的別経費の推移表

公債費公債費公債費公債費

教育費教育費教育費教育費

消防費消防費消防費消防費

土木費土木費土木費土木費

商工費商工費商工費商工費

農水費農水費農水費農水費

労働費労働費労働費労働費

衛生費衛生費衛生費衛生費

民生費民生費民生費民生費

総務費総務費総務費総務費

議会費議会費議会費議会費
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性質別経費推移表

区　　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

人 件 費 4,899,452 4,936,925 5,341,065 5,151,266 4,578,496 18.0 19.3 17.7 16.7 14.1

扶 助 費 6,173,336 6,335,388 6,960,929 9,056,018 9,852,914 22.7 24.8 23.0 29.4 30.4

公 債 費 2,533,490 2,513,246 2,509,620 2,449,859 2,503,417 9.3 9.8 8.3 8.0 7.7

普通建設事業費 5,660,970 3,856,500 5,059,176 4,693,367 5,250,961 20.8 15.1 16.7 15.2 16.2

そ の 他 7,921,800 7,905,304 10,341,553 9,442,222 10,247,407 29.2 31.0 34.3 30.7 31.6

合 計 27,189,048 25,547,363 30,212,343 30,792,732 32,433,195 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

性質別経費構成推移表 （単位：％）（単位：千円）
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性質別経費性質別経費性質別経費性質別経費のののの推移表推移表推移表推移表

その他

普通建設

事業費

公債費

扶助費

人件費
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(単位：％）

区　　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

人 件 費 29.0 29.1 30.0 27.2 24.1

扶 助 費 14.0 13.6 14.5 15.5 15.1

公 債 費 16.4 15.8 15.0 13.9 14.2

物 件 費 15.3 16.1 16.9 16.1 14.1

そ の 他 13.9 13.9 13.8 15.5 17.3

経 常 収 支 比 率 88.6 88.5 90.2 88.2 84.8
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16.1 16.9

16.1

14.1

13.9 13.9 13.8

15.5
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経常収支比率の経費別推移表

そ

の

他

物

件

費

公

債

費

扶
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費

人

件

費

- 19 -



(単位：千円：％)

区　　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

普通建設事業 5,660,970 3,856,500 5,059,176 4,693,367 5,250,961

補助事業 4,636,561 3,202,329 4,184,822 3,516,078 4,385,283

単独事業 1,024,409 654,171 874,354 1,177,289 865,678

一般財源充当額 933,297 931,749 1,296,627 1,427,041 1,326,672

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

普通建設事業・一般財源充当額推移表

普通建設事業

補助事業

単独事業

一般財源充当額

普通建設事業

補助事業

単独事業

一般財源充当額
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地方債・公債費比較 (単位：千円：％)

区　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

地方債（歳入）
2,732,791 2,080,327 2,598,533 2,882,780 2,506,668

公債費（歳出）
2,533,490 2,513,246 2,509,620 2,449,859 2,503,417

うち元金 1,967,554 1,965,817 1,977,073 1,932,983 2,004,534

うち利子 553,961 535,380 521,016 506,998 491,216

うち一借利子 11,975 12,049 11,531 9,878 7,667

うち特定債 0 0 0 0 0

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

地方債・公債費比較表

地方債（歳入）

公債費（歳出）

うち元金
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(単位：千円)

区　　　分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

債務負担行為

限度額 8,514,909 7,248,302 7,732,383 9,849,285 14,888,227

地 方 債 現 在 高 26,170,039 26,284,549 26,906,009 27,855,806 28,357,940

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

平成19年度
平成20年度

平成21年度
平成22年度

平成23年度

債務負担行為限度額・地方債現在高推移表

債務負担行為

限度額

地方債現在高
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区 分 平成23年度 構成 平成22年度 構成 平成21年度 構成 平成20年度 構成 平成19年度 構成 平成18年度 構成

地 方 税 9,316 28.7 9,087 28.7 8,801 28.4 8,626 31.5 8,441 30.7 7,883 31.0

地 方 譲 与 税 162 0.5 165 0.5 169 0.5 179 0.7 187 0.7 694 2.7

地 方 交 付 税 5,381 16.3 5,155 16.3 4,767 15.4 4,779 17.5 4,410 16.1 4,602 18.1

国 庫 支 出 金 8,413 23.1 7,308 23.1 5,873 18.9 6,068 22.2 5,428 19.8 4,860 19.1

県 支 出 金 2,798 8.2 2,606 8.2 2,407 7.8 1,922 7.0 1,801 6.6 1,648 6.5

地 方 債 2,507 9.1 2,883 9.1 2,599 8.4 2,080 7.6 2,733 9.9 2,211 8.7

そ の 他 4,986 14.1 4,440 14.1 6,400 20.6 3,716 13.5 4,470 16.2 3,548 13.9

歳 入 総 額 33,563 100.0 31,644 100.0 31,016 100.0 27,370 100.0 27,470 100.0 25,446 100.0

人 件 費 4,578 16.7 5,342 16.7 5,342 17.7 4,937 19.3 4,899 18.0 4,919 19.8

物 件 費 4,094 12.2 3,749 12.2 3,770 12.5 3,260 12.8 3,184 11.7 3,017 12.1

補 助 費 等 1,472 4.6 1,422 4.6 3,138 10.4 1,382 5.4 1,391 5.1 1,307 5.3

公 債 費 2,503 8.0 2,450 8.0 2,510 8.3 2,513 9.8 2,533 9.4 2,514 10.1

普 通 建 設 費 5,251 15.2 4,693 15.2 5,060 16.7 3,857 15.1 5,661 20.8 4,217 16.9

うち補助事業費 4,385 11.4 3,516 11.4 4,185 13.9 3,203 12.1 4,637 17.1 3,735 15.0

うち単独事業費 866 3.8 1,177 3.8 875 2.8 654 3.0 1,024 3.7 482 1.9

そ の 他 14,535 43.3 13,137 43.3 10,393 34.4 9,598 37.6 9,521 35.0 8,935 35.8

歳 出 総 額 32,433 100.0 30,793 100.0 30,213 100.0 25,547 100.0 27,189 100.0 24,909 100.0

人 口 （ 年 度 末 ） 93,751 92,467 92,062 91,264 90,589 90,018

１ 人 当 税 負 担 99,370 98,273 95,599 94,517 93,179 87,571

自 主 財 源 比 率 38.9 38.4 44.6 40.2 42.0 39.1

年　度　別　歳　入　歳　出　決　算　の　状　況

(単位：百万円、％)

(単位：百万円、％)

(単位：人、円、％)
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区 分 平成23年度 前年度比較 平成22年度 前年度比較 平成21年度 前年度比較 平成20年度 前年度比較 平成19年度 前年度比較 平成18年度 前年度比較

人 件 費 4,578,496 △ 11.1 5,151,266 △ 3.6 5,341,065 8.2 4,936,925 0.8 4,899,452 △ 0.4 4,919,218 △ 7.1

扶 助 費 9,852,914 8.8 9,056,018 30.1 6,960,929 9.9 6,335,388 2.6 6,173,336 10.7 5,576,954 8.4

公 債 費 2,503,417 2.2 2,449,859 △ 2.4 2,509,620 △ 0.1 2,513,246 △ 0.8 2,533,490 0.8 2,514,196 2.5

普 通 建 設 事 業 費 5,250,961 11.9 4,693,367 △ 7.2 5,059,176 31.2 3,856,500 △ 31.9 5,660,970 34.2 4,216,873 11.7

うち補助事業費 4,385,283 24.7 3,516,078 △ 16.0 4,184,822 30.7 3,202,329 △ 30.9 4,636,561 24.1 3,734,959 20.0

うち単独事業費 865,678 △ 26.5 1,177,289 34.6 874,354 33.7 654,171 △ 36.1 1,024,409 112.6 481,914 △ 27.3

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

物 件 費 4,094,443 9.2 3,748,777 △ 0.5 3,769,391 15.6 3,259,709 2.4 3,183,675 5.5 3,016,558 3.6

維 持 補 修 費 102,131 △ 5.1 107,676 10.7 97,309 △ 5.6 103,133 △ 9.4 113,773 △ 22.0 145,944 6.5

補 助 費 等 1,471,625 3.5 1,422,186 △ 54.7 3,137,576 127.0 1,382,110 △ 0.6 1,390,659 6.4 1,307,267 1.2

積 立 金 1,027,851 37.2 748,933 91.1 391,923 10.5 354,643 △ 27.0 485,494 34.9 359,981 △ 40.9

投 資 及 び 出 資 金 0 △ 100.0 290 △ 14.7 340 △ 90.7 3,640 7.1 3,400 △ 4.4 3,558 △ 4.6

貸 付 金 42,500 88.9 22,500 0.0 22,500 0.0 22,500 0.0 22,500 0.0 22,500 0.0

繰 出 金 3,508,857 3.4 3,391,860 16.1 2,922,514 5.1 2,779,569 2.1 2,722,299 △ 3.7 2,825,976 △ 2.3

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳 出 合 計 32,433,195 5.3 30,792,732 1.9 30,212,343 18.3 25,547,363 △ 6.0 27,189,048 9.2 24,909,025 1.5

議 会 費 374,733 39.6 268,430 △ 1.4 272,371 △ 5.3 287,604 △ 1.2 291,155 2.8 283,333 △ 5.1

総 務 費 3,891,208 △ 5.2 4,104,146 △ 25.5 5,507,485 68.9 3,261,325 △ 21.6 4,157,206 25.7 3,306,930 △ 24.1

民 生 費 14,277,739 7.6 13,271,700 23.7 10,729,577 10.5 9,709,799 △ 0.6 9,767,688 6.2 9,193,574 6.8

衛 生 費 1,783,863 15.7 1,541,333 △ 11.4 1,739,076 18.6 1,466,581 1.8 1,440,057 4.5 1,378,218 13.1

労 働 費 257,084 7.5 239,078 61.8 147,737 114.7 68,801 2.0 67,434 △ 27.1 92,555 35.0

農 林 水 産 業 費 66,588 △ 56.0 151,485 33.1 113,813 11.5 102,106 27.2 80,277 △ 48.2 155,078 84.1

商 工 費 169,298 △ 9.2 186,373 △ 1.2 188,572 △ 3.7 195,824 5.4 185,834 4.1 178,584 △ 4.3

土 木 費 3,203,909 △ 19.6 3,983,702 12.5 3,542,563 △ 1.3 3,589,160 △ 11.9 4,076,175 11.9 3,643,175 3.9

消 防 費 678,337 0.7 673,367 △ 8.5 735,959 1.4 725,660 △ 2.2 742,250 △ 1.0 749,569 △ 2.5

教 育 費 5,227,019 33.2 3,923,259 △ 17.0 4,725,570 30.3 3,627,257 △ 5.7 3,847,482 12.7 3,413,813 14.4

災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

公 債 費 2,503,417 2.2 2,449,859 △ 2.4 2,509,620 △ 0.1 2,513,246 △ 0.8 2,533,490 0.8 2,514,196 2.5

諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳 出 合 計 32,433,195 5.3 30,792,732 1.9 30,212,343 18.3 25,547,363 △ 6.0 27,189,048 9.2 24,909,025 1.5

　　　歳　　出　　決　　算　　推　　移　　表

 （単位：千円、％）
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区 分 平成23年度 前年度比較 平成22年度 前年度比較 平成21年度 前年度比較 平成20年度 前年度比較 平成19年度 前年度比較 平成18年度 前年度比較

地 方 税 9,316,380 2.5 9,086,642 3.2 8,801,026 2.0 8,626,026 2.2 8,441,351 7.1 7,882,628 6.7

地 方 譲 与 税 61,514 △ 62.6 164,640 △ 2.7 169,223 △ 5.5 179,164 △ 4.2 186,924 △ 73.1 693,835 41.4

利 子 割 交 付 金 等 36,840 10.2 33,429 4.3 32,045 △ 11.9 36,353 △ 40.2 60,746 18.1 51,447 △ 7.9

地方消費税交付金 641,814 △ 1.6 652,391 2.0 639,385 6.6 599,920 △ 5.1 632,354 △ 1.1 639,171 5.1

ゴルフ場利用税交付金
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

特別地方消費税交付金
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

自動車取得税交付金 23,108 △ 22.1 29,663 △ 21.9 37,993 △ 36.5 59,815 △ 1.8 60,887 △ 7.8 66,072 14.6

地 方 特 例 交 付 金
66,962 △ 43.7 118,928 12.5 105,668 2.2 103,364 31.2 78,802 △ 62.0 207,489 △ 14.6

地 方 交 付 税 5,380,528 4.4 5,155,434 8.2 4,766,501 △ 0.3 4,779,383 8.4 4,409,951 △ 4.2 4,602,224 3.8

交通安 全対 策交 付金
14,339 △ 0.9 14,470 △ 3.8 15,043 2.5 14,669 △ 7.5 15,852 4.0 15,243 7.9

分 担 金 ・ 負 担 金 346,923 11.4 311,378 △ 28.6 435,840 42.4 306,012 △ 41.4 522,163 10.3 473,591 111.6

使 用 料 261,713 1.8 257,008 △ 1.4 260,718 △ 5.5 275,842 3.0 267,870 △ 4.4 280,325 0.2

手 数 料 172,342 3.8 166,041 3.8 159,919 2.4 156,159 △ 6.5 167,019 △ 2.7 171,712 0.7

国 庫 支 出 金 8,413,362 15.1 7,307,530 24.4 5,872,724 △ 3.2 6,068,192 11.8 5,427,877 11.7 4,860,138 2.6

国有提供施設等助成金
512,173 △ 2.9 527,588 0.8 523,238 △ 1.1 528,878 △ 0.4 531,056 3.4 513,666 △ 1.3

県 支 出 金 2,798,034 7.4 2,605,800 8.2 2,407,361 25.3 1,921,592 6.7 1,800,687 9.3 1,648,138 8.6

財 産 収 入
190,950 △ 3.6 198,130 △ 2.3 202,843 9.8 184,752 7.1 172,432 △ 3.2 178,052 15.3

寄 附 金 503,530 5,183.6 9,530 △ 80.9 49,855 △ 1.6 50,650 41.4 35,809 △ 69.8 118,575 6,875.0

繰 入 金 1,093,075 △ 3.5 1,133,150 △ 37.5 1,813,380 147.4 732,957 △ 36.8 1,159,052 281.9 303,500 △ 75.1

繰 越 金 851,694 19.1 715,305 △ 60.7 1,822,290 548.3 281,107 △ 47.6 536,700 48.6 361,198 △ 32.1

諸 収 入 271,682 △ 1.1 274,589 △ 9.3 302,830 △ 21.2 384,491 67.3 229,832 37.0 167,821 △ 49.1

地 方 債 2,506,668 △ 13.0 2,882,780 10.9 2,598,533 24.9 2,080,327 △ 23.9 2,732,791 23.6 2,210,900 15.1

歳 入 合 計 33,463,631 5.7 31,644,426 2.0 31,016,415 13.3 27,369,653 △ 0.4 27,470,155 8.0 25,445,725 2.2

地 方 税 9,316,380 2.5 9,086,642 3.2 8,801,026 2.0 8,626,026 2.2 8,441,351 7.1 7,882,628 6.7

市　民　税 3,665,638 △ 1.8 3,731,687 0.6 3,710,428 △ 0.2 3,716,406 0.9 3,681,765 11.5 3,301,473 14.1

固定資産税 4,800,029 4.3 4,600,762 4.7 4,393,335 2.8 4,272,915 4.6 4,084,043 4.8 3,898,427 1.7

軽自動車税 224,674 3.4 217,284 4.6 207,740 4.4 199,056 6.0 187,749 9.1 172,057 9.7

市町村たばこ税 623,317 16.5 535,092 9.5 488,806 12.4 434,791 △ 10.4 485,023 △ 4.5 508,141 1.0

特別土地保有税 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

入　湯　税 2,722 49.8 1,817 153.4 717 △ 74.9 2,858 3.1 2,771 9.5 2,530 △ 35.2

地 方 交 付 税 5,380,528 4.4 5,155,434 8.2 4,766,501 △ 0.3 4,779,383 8.4 4,409,951 △ 4.2 4,602,224 3.8

普通交付税 4,831,139 4.8 4,610,544 8.2 4,259,998 △ 0.7 4,291,988 8.4 3,958,599 △ 4.5 4,145,118 4.7

特別交付税 549,389 0.8 544,890 7.6 506,503 3.9 487,395 8.0 451,352 △ 1.3 457,106 △ 3.4

　（単位：千円：％）

　　　歳　　入　　決　　算　　推　　移　　表

- 25 -



区 分 平成23年度 前年度比較 平成22年度 前年度比較 平成21年度 前年度比較 平成20年度 前年度比較 平成19年度 前年度比較 平成18年度 前年度比較

歳 入 総 額 Ａ 33,563,631 6.1 31,644,426 2.0 31,016,415 13.3 27,369,653 △ 0.4 27,470,155 8.0 25,445,725 2.2

歳 出 総 額 Ｂ 32,433,195 5.3 30,792,732 1.9 30,212,343 18.3 25,547,363 △ 6.0 27,189,048 9.2 24,909,025 1.5

歳入歳出差引額 Ｃ 1,130,436 32.7 851,694 5.9 804,072 △ 55.9 1,822,290 548.3 281,107 △ 47.6 536,700 48.6

翌 年 度 繰 越 額 Ｄ 197,948 △ 26.1 268,012 71.0 156,753 △ 90.0 1,568,306 1952.4 76,414 △ 5.8 81,160 345.1

実 質 収 支 Ｅ 932,488 59.8 583,682 △ 9.8 647,319 154.9 253,984 24.1 204,693 △ 55.1 455,540 32.8

単 年 度 収 支 Ｆ 348,806 1288.0 25,130 △ 93.6 393,335 698.0 49,291 △ 119.6 △ 250,847 △ 322.8 112,576 △ 180.7

積 立 金 Ｇ 304,242 5.6 288,046 115.7 133,566 22.7 108,864 △ 59.1 266,058 48.9 178,720 △ 26.9

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0.0 0 0.0 0 0.0 10,243 204760.0 5 　皆増 0 0.0

積 立 金 取 崩 額 Ｉ 86,000 △ 50.9 175,000 △ 50.0 350,000 400.0 70,000 △ 79.4 340,000 1197.7 26,200 △ 95.1

実質単年度収支 Ｊ 567,048 310.4 138,176 △ 21.9 176,901 79.8 98,398 △ 130.3 △ 324,784 △ 222.5 265,096 △ 161.0

基準財政収入額 Ｋ 7,811,691 5.2 7,428,405 △ 0.4 7,456,792 △ 0.4 7,484,203 △ 0.8 7,542,739 5.0 7,186,551 5.8

基準財政需要額 Ｌ 12,668,648 5.2 12,038,949 2.6 11,739,184 △ 0.4 11,781,357 2.1 11,540,728 1.8 11,331,669 5.4

標 準 税 収 入 額 Ｍ 10,189,050 5.9 9,625,124 △ 0.4 9,668,270 △ 0.3 9,695,494 △ 1.4 9,834,147 5.4 9,333,559 5.0

標 準 財 政 規 模 Ｎ 16,349,657 3.0 15,875,949 5.4 15,058,801 2.3 14,715,909 6.7 13,792,746 2.3 13,478,677 4.9

財 政 力 指 数 0.623 △ 0.006 0.629 △ 0.012 0.641 0.000 0.641 0.001 0.640 0.007 0.633 0.009

（単年度指数） 0.617
0.000

0.617
△ 0.018

0.635
0.000

0.635
△ 0.019

0.654
0.020

0.634
0.002

経 常 収 支 比 率 ％ 84.8 △ 3.4 88.2 △ 2.0 90.2 1.7 88.5 △ 0.1 88.6 3.5 85.1 0.4

実 質 収 支 比 率 ％ 5.7 2.0 3.7 △ 0.6 4.3 2.6 1.7 0.3 1.4 △ 2.0 3.4 0.7

経常一般財源比率 ％ 96.4 △ 0.9 97.3 △ 0.5 97.8 △ 1.3 99.1 △ 3.1 102.2 △ 4.4 106.6 1.5

公債費負担比率 ％ 11.9 0.1 11.8 0.0 11.8 △ 1.3 13.1 △ 1.4 14.5 0.2 14.3 △ 0.1

実質公債費比率 ％ 10.0 △ 0.8 10.8 △ 1.4 12.2 △ 0.7 12.9 △ 0.4 13.3 0.3 13.0 △ 1.8

公 債 費 比 率 ％ 9.8 △ 0.5 10.3 △ 0.9 11.2 △ 1.1 12.3 △ 1.0 13.3 △ 0.7 14.0 △ 0.8

起 債 制 限 比 率 ％ 8.8 △ 0.8 9.6 △ 0.9 10.5 △ 0.8 11.3 △ 0.6 11.9 △ 0.2 12.1 0.0

積 立 金 現 在 高 4,754,149 △ 0.5 4,776,275 △ 7.1 5,140,921 △ 20.2 6,444,522 △ 5.1 6,789,082 △ 6.5 7,261,976 1.8

財政調整基金 1,324,324 19.7 1,106,082 11.4 993,036 △ 17.9 1,209,470 3.3 1,170,606 △ 5.9 1,244,548 14.0

    減債基金 270,832 0.4 269,813 59.8 168,811 0.9 167,365 0.9 165,933 0.7 164,757 0.1

特定目的基金 3,158,993 △ 7.1 3,400,380 △ 14.5 3,979,074 △ 21.5 5,067,687 △ 7.1 5,452,543 △ 6.8 5,852,671 △ 0.4

地 方 債 現 在 高 28,357,940 1.8 27,855,806 3.5 26,906,009 2.4 26,284,549 0.4 26,170,039 3.0 25,404,802 1.1

債務負担行為額 6,916,060 28.1 5,398,060 112.8 2,537,169 △ 26.1 3,431,478 25.4 2,735,472 △ 41.7 4,695,834 36.5

(うち一般財源等) 5,627,401 200.8 1,870,693 △ 18.8 2,304,488 △ 17.2 2,783,375 1.8 2,733,261 △ 18.2 3,341,486 1.2

＊Ｃ＝Ａ－Ｂ　　Ｅ＝Ｃ－Ｄ　　Ｊ＝Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ　　Ｆ＝Ｅ－前年度のＥ

財政力指数＝（錯誤額差引前のＫ／Ｌ）の決算年度を含む過去３カ年の単純平均値

経常一般財源比率＝歳入一般財源等÷標準財政規模×１００、　１００を超えるほど経常一般財源に余裕があり歳入構造に弾力性がある。

（単位：千円：％）

普通会計収支状況・諸指標
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（単位：千円：％）

歳入歳出 翌年度 積立金 債務負担

差　　引 繰越財源 取崩額 翌年以降

宜野湾市
33,563,631 32,433,195 1,130,436 197,948 932,488 304,242 0 86,000 95.9 6,916,060

那 覇 市
124,576,772 120,564,673 4,012,099 779,012 3,233,087 1,251,449 407,002 1,090,898 98.7 15,062,906

うるま市
47,706,926 46,332,462 1,374,464 227,410 1,147,054 369,168 0 0 95.2 2,470,665

宮古島市
38,225,754 35,931,127 2,294,627 129,895 2,164,732 1,425,621 492,707 0 92.1 2,590,062

石 垣 市
21,997,743 21,404,371 593,372 115,393 477,979 233,453 18,700 0 94.8 129,627

浦 添 市
38,213,357 36,954,082 1,259,275 373,689 885,586 438,000 0 150,000 97.1 2,382,097

名 護 市
32,656,088 30,986,823 1,669,265 649,082 1,020,183 694,952 0 224,524 95.6 2,050,169

糸 満 市
20,819,296 20,225,606 593,690 59,879 533,811 30,000 0 0 96.1 693,560

沖 縄 市
51,583,274 50,235,594 1,347,680 207,692 1,139,988 806,850 190,545 0 97.0 5,906,455

豊見城市
20,656,050 19,690,658 965,392 247,068 718,324 3,800 0 0 97.0 889,775

南 城 市
19,397,630 18,212,093 1,185,537 103,367 1,082,170 165,946 391,142 123,676 97.0 828

平　均 40,854,229 39,360,971 1,493,258 280,949 1,212,309 520,316 136,372 152,282 96.0 3,553,837

※各市の決算カード等を基に作成（平成２４年８月２４日現在）

（単位：千円：％）

基 準 財 政 基 準 財 政 財 政 力 実 質 収 支 経 常 一 般 公 債 費 公 債 費 地 方 債

需 要 額 収 入 額 指 数 比 率 人 件 費 公 債 費 財 源 比 率 比 率 負担比率 残 高

宜野湾市
16,349,657 12,668,648 7,811,691 0.623 5.7 84.8 (91.9) 24.1 14.2 96.4 8.8 9.8 11.9 28,357,940

那 覇 市
60,523,426 45,134,747 33,517,070 0.747 5.3 87.2 (94.7) 26.5 16.4 95.2 - - 15.4 136,523,221

うるま市
24,832,348 18,512,000 8,311,251 0.455 4.6 82.0 (87.9) 24.5 14.9 97.5 7.7 8.8 13.2 49,178,658

宮古島市
19,410,137 13,930,836 4,361,649 0.306 11.2 87.7 (92.7) 32.0 20.7 94.9 8.7 10.3 16.6 34,886,826

石 垣 市
12,690,779 10,808,376 3,984,519 0.370 3.6 78.7 (83.7) 26.8 15.9 95.3 9.0 12.2 16.9 20,349,322

浦 添 市
20,485,564 15,300,235 11,130,400 0.745 4.3 89.5 (97.5) 26.0 16.5 96.0 9.3 11.8 14.9 35,437,295

名 護 市
15,214,520 12,701,570 5,028,565 0.421 6.7 88.3 (94.1) 25.6 11.9 103.4 6.9 9.2 10.2 23,615,191

糸 満 市
11,730,907 9,713,422 4,117,894 0.425 4.6 90.6 (97.1) 24.8 18.8 94.7 9.8 12.5 16.8 22,506,717

沖 縄 市
26,100,846 20,923,851 10,754,204 0.523 4.4 85.0 (91.0) 25.1 13.9 102.7 - - 12.2 35,022,127

豊見城市
10,118,222 8,094,914 4,279,208 0.528 7.1 86.0 (92.8) 23.1 14.6 94.9 7.6 9.3 13.0 18,258,719

南 城 市
10,483,757 7,274,375 2,508,952 0.346 10.3 80.0 (84.4) 23.5 15.1 93.8 6.3 7.1 14.7 18,681,795

平　均 20,721,833 15,914,816 8,709,582 0.499 6.2 85.4 (91.6) 25.6 15.7 96.8 8.2 10.1 14.2 38,437,983

※各市の決算カード等を基に作成（平成２４年８月２４日現在）

積立金

(財調決算

額）

567,048 4,754,149

1,336,950 16,549,149

11,938,987

1,359,435 6,617,295

339,880

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度１１１１１１１１市普通会計決算収支比較表市普通会計決算収支比較表市普通会計決算収支比較表市普通会計決算収支比較表

実質単年

基金残高 ラス指数

度収支

繰上償還実質収支区　　分 歳　　入 歳　出

3,068,416

328,565

443,958 3,516,964

673,716 6,908,520

177,397 2,615,107

1,009,209 10,498,265

209,405 3,213,727

773,472 6,920,898

656,276 6,963,771

平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度１１１１１１１１市普通会計決算財政諸指標比較表市普通会計決算財政諸指標比較表市普通会計決算財政諸指標比較表市普通会計決算財政諸指標比較表

区　分 標準財政規模

起債制限

比   率

実質公債

費比率

経 常 収 支 比 率

10.0

14.0

10.5

9.7

12.1

10.7

7.7

11.0

7.8

14.2

10.6

13.7

単 年 度

収　　支

348,806

769,397

△ 40,603

△ 558,893

87,727

155,958

340,060

151,869

203,288

147,397

11,814

205,605
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コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅱ－ 3

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　23年度交付税 　Ⅰ－ 5

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 559)

91,928 人 人 人

89,769 人 　 ％ 　   ％ 　     ％

 増 減 率 2.4 ％ 4,666

住本 (24.3.31) 93,751 人  人 人

民台 (23.3.31) 92,467 人 　  ％ 　   ％ 　     ％

基帳  増 減 率 1.4 ％ 4,559

　　  千円 　　  千円 　の状況

○市町村圏

 1　歳　入　総　額
Ａ   再建､山村

  財政､過疎

 2　歳　出　総　額 Ｂ   不交付

 3  歳入歳出差引額   新産

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   低開発

 4　翌年度へ繰り越す   工特､産炭

　  べき財源        Ｄ

 5　実 質 収 支  ア  ｲ 　事務の共同

　C-D  Ｅ 　処理の状況

  ｲ-ｱ ○ごみ処理

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ ○し尿処理

　    うち財政調整基金 　伝染病関係

 7  積　　立　　金　 Ｇ       うち減 債 基 金   小学校関係

  その他特定目的基金   中学校関係

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ    地方債現在高    25,054,731   税務関係

　うち政府資金現在高    21,286,301   火葬場

 9  積立金取くずし額 Ｉ   債務負担行為額     8,283,895   消  防

10　実質単年度収支  （翌年度以降支出予定額）     3,791,811 ○その他

　　F + G + H - I　 Ｊ

普通会計からの 職員数

千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無

土地区画整理事業   無 　　　　　　 円

下 水 道 事 業   無 901,000

介護保険事業   無 742,000

介護サービス事業   無 672,000

後期高齢者医療事業   無 479,000

上 水 道 事 業   有 426,000

409,000

400,000

円

円

円

円

均 等 割

3,000円  　　　　50 千円

標準税率に  　　3,000 千円

対する比率

1.0

75.4

15.1 82.2

副市長

議会議員

委員長

議会副議長

議会議長

教育長

575

293,100

297,600

293,000

293,100

13.5

541 ‐

‐‐

30

34

‐

‐

‐

〃

〃

〃

〃

 H10.4.1

0.9

H22年

国　調

H17年

国　調

 　334人

 　251人  5,032人

 5,375人

　　　　　％

96.4%

区 分

16,349,657

10.0%

   0.63

31,644,426

7,811,691

12,668,648

268,012

 　標準財政規模30,792,732

国

　

調

270,832

11.9%

10,189,050

平成22年

33,563,631

平成22年度 平成23年度

19.70

3,158,993

14,888,227

28,357,940

20,886,843

8.8%

4,754,149

88,908

 　標準税収入額

 平成22年

 平成17年

基準財政収入額

就

業

人

口

91,119

基準財政需要額

区 分

平成23年度平成23年度平成23年度平成23年度

決 算 状 況決 算 状 況決 算 状 況決 算 状 況

都道府県名
沖 縄 県

人 口 集 中

人　　　　口 面 積 k㎡ 人口密度 

地 区 人 口

95.7

97.0

91.5

87.2

89.7

27.0

29.0

27.0

適 用 税 率 の 状 況

市

民

税

個

人

分

所 得 割

市

民

税

固 定 資 産 税

法

人

分 法 人 税 割

教 育 公 務 員

12.3％

均 等 割

平成22年

平成17年

徴

　

収

　

率

1.4％

  経常一般財源比率

固定資産税

合      計

普

通

会

計

職

員

数

　 公債費負担比率

   公債費比率

   起債制限比率

   積立金現在高

公

営

事

業

の

状

況

   可処分資産額

計

 　一 般 職 員

第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次

産 業 構 造

区 分

 28,169人

指定団体等

 29,283人

現年課税分

98.3

滞納繰越分 合  計

　　　　　％

0.7

6,916,060

改定実施

576,843

特 別 職 等

15

―567,048

市町村長

〃

 H8.4.1

14

12

-

 区　分

年 月 日

 給料(報酬) 月額

304,242

の有無

851,694 　 実質収支比率

138,176

86,000

法適用実質収支額

932,488

348,806

1,130,436

25,130

288,046

1,324,324

実質公債費比率583,682

指 数 等

197,948

9.8%

5.7%

 　財政力指数

32,433,195

5,474

82

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

  うち消防関係

区 分

‐

47,671

‐

24,769

‐

2

25

24,327

45,751

208,070

13,884

124,810

平成17年

事 業 名

520,314

649,291

0

175,000

04,003

1,714,738

0

職 員 数 1人当たりの給料月額

区　　　　分

　　　　　％

市  民  税
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決算額 構成比 経常一般財 Kの構 決算額 構成比 充当一般財源等 経常一般財

千円     ％ 源 K  千円 成比％     千円     ％     千円 源    千円

地　　方　　税 9,316,380 9,316,380 59.1 人    件    費 4,578,496 14.1 4,385,569 4,113,882 24.1% 26.1%

地 方 譲 与 税 161,514 161,514 1.0  うち職員給 2,815,164 8.7 2,672,755
‐ ‐ ‐

利子割交付金 28,252 28,252 0.2 扶    助    費 9,852,914 30.4 2,610,229 2,585,400 15.1% 16.4%

配当割交付金 6,800 6,800 0.1 公    債    費 2,503,417 7.7 2,418,271 2,418,271 14.2% 15.3%

株式等譲渡所得割交付金 1,788 1,788 0.0  元利償還金 2,495,750 7.7 2,410,604 2,410,604 14.1% 15.3%

地方消費税交付金 641,814 641,814 4.1  一時借入金 7,667 0.0 7,667 7,667 0.0% 0.0%

特別地方消費税交付金 0 0 0.0 16,934,827 52.2 9,414,069 9,117,553 53.4% 57.9%

自動車取得税交付金 23,108 23,108 0.2 物    件    費 4,094,443 12.6 3,344,784 2,966,350 17.4% 18.8%

地方特例交付金等 66,962 66,962 0.4 維 持 補 修 費 102,131 0.3 91,203 89,923 0.5% 0.6%

地 方 交 付 税 5,380,528 4,831,139 30.7 補  助  費  等 1,471,625 4.6 975,450 893,621 5.2% 5.7%

  (普通交付税) 4,831,139 4,831,139 30.7 繰    出    金 3,508,857 10.8 3,079,352 1,416,530 8.3% 9.0%

  (特別交付税) 549,389 ‐ ‐ 投資出資貸付金 42,500 0.1 22,032 2,032 0.0% 0.0%

    小      計 15,627,146 15,077,757 95.8 積    立    金 1,027,851 3.2 983,730

交通安全対策特別交付金 14,339 14,339 0.1
‐ ‐ ‐

分担金 負担金 346,923 58 0.0 経常収支比率

使    用    料 261,713 16,393 0.1
投 資 的 経 費

5,250,961 16.2 1,326,672 84.8% ③/①

手    数    料 172,342 1,725 0.0  うち人件費 189,003 0.6 84,852 91.9% ③/②

国 庫 支 出 金 8,413,362 - ‐

　

　
普通建設事業 5,250,961 16.2 1,326,672

国有提供施設交付金 512,173 512,173 3.2 補  助 4,244,037 13.1 578,943

県  支  出  金 2,798,034 ‐ ‐ 単  独 865,678 2.7 747,729 歳入経常一般財源額

財  産  収  入 190,950 132,799 0.8 受託（補助） 141,246 0.4 0

寄    附    金 503,530 ‐ ‐ 県事業負担等 - - -

繰    入    金 1,093,075 ‐ ‐ 災害復旧事業費 ‐ ‐ ‐

繰    越    金 851,694 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 歳入一般財源等

諸    収    入 271,682 4,688 0.0 ‐ ‐ ‐ 20,367,728

地    方    債 2,506,668 0.0 ‐ ‐ ‐

95.9

 構成比 超  過 決算額 構成比

％ 課税額 千円 ％

 個人分 1.1  議    会    費 374,733 1.2

 法人分 1.7  総    務    費 3,891,208 12.0

32.6  民    生    費 14,277,739 44.0

4.0  衛    生    費 1,783,863 5.5

 固 定 資 産 税 51.5  労    働    費 257,084 0.8

 軽 自 動 車 税 2.4  農 林 水 産 費 66,588 0.2

 市町村たばこ税 6.7  商    工    費 169,298 0.5

 電    気    税 ‐  土    木    費 3,203,909 9.9

 ガ    ス    税 ‐  消    防    費 678,337 2.1

 特別土地保有税 -  教    育    費 5,227,019 16.1

法定外普通税旧法税 ‐  災 害 復 旧 費 - ‐

 目    的    税 0.0  公    債    費 2,503,417 7.7

 入  湯  税 0.0  諸  支  出  金 ‐ ‐

 都市計画税 前年度繰上充用金 ‐ ‐

 そ  の  他 特別区調整納付金 ‐ ‐

100.0 32,433,195 100.0

内

容

3.3

32,433,195 100.0

25.1

内

訳

   小    計

46.6

‐

0.8

0.5

1.5

0.8

2.5

8.3

49.8

△ 1.0

49.8

‐

‐

‐

‐

3.4

4.3

16.5

合      計2.5

‐

‐

‐

‐

宜 野 湾 市

区      分

1.6

0.0

0.0

16.0

14.4

1.9

0.0

合      計

市

民

税

均

等

割

所　 得　 割

法 人 税 割

1.5

△ 9.2

103,428

155,426

3,033,393

100.0

前年度繰上充用金

0.1

0.2

△ 0.4

100.033,563,631合      計

‐

 増減率

％

‐

失業対策事業

市 町 村 税

合    計15,759,932 19,237,292

7.5

0.6

1.5

（　H24.8.1作成　）

Ⅱ―3

0.1

27.8

0.5

歳               入

  区      分

市町村名

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

経常収

支比率%

左のう

ち、臨財

債を除く

額

区 分

17,089,400

15,759,932

経常経費充当一般財源合計

14,486,009

区 分

　（H23.4.1現在）

1.0

0.0

1,463,383

76,487

63,704

125,527

　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数

374,733

3,460,743

6,093,286

充当一般財源等

目 的 別 歳 出

1,555,799

19,237,292

677,901

2,927,458

-

2,418,271

‐

‐

‐

‐

‐

‐

千 円

‐

決 算 額

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

‐

-

‐

623,317

224,674

4,800,029

373,391

9,316,380

2,722

2,722

‐

‐

‐

←①臨財債を

含む額

↑②臨財債を除く額

③

↑減収補てん債特例分及

び臨時財政対策債を除く
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の３ヵ年平均

基準財政需要額－基準財政収入額＝普通

交付税交付基準額（財源不足額）

臨 時 財 政 対 策 債

 地方一般財源の不足に対処するため発行が許

可される地方債で、地方交付税制度を通じて標

準的に保障されるべき地方一般財源の規模を示

す各地方公共団体の基準財政需要額を基本に、

団体ごとの発行可能額が算定される。

一般財源（交付税交付額）の補填機能を

有する地方債

　当該団体の財政力を示す指数。

　基準財政収入額を基準財政需要額で除して得

た数値の当該年度を含む過去３ヵ年の平均値を

いう。「１」に近くあるいは「１」を超えるほ

ど財源に余裕があるものとされ、「１」を超え

ると普通交付税の不交付団体となる。

基準財政収入額

基準財政需要額

形 式 収 支

　決算収支をあらわすもので、歳入決算総額か

ら歳出決算総額を単純に差し引いた額、歳入歳

出差引額。

歳入決算額－歳出決算額＝形式収支（歳

入歳出差引額）

財 政 力 指 数

「財政用語集」

用　　語 意　　　　味 算　　　　式

経 常 収 支 比 率

実 質 収 支

　決算収支をあらわすもので、累年による黒

字、赤字の額を示す。一定の黒字を出すことが

財政運営の基本であり、後年度の財源調整とし

て適度の剰余も考えられる。

（歳入－歳出）－翌年度へ繰越すべき財

源=実質収支

標 準 財 政 規 模  当該団体の一般財源の標準規模を示した額

{（基準財政収入額－各種譲与税－交通

安全対策特別交付金）×１００/７５＋

各種譲与税＋交通安全対策特別交付金}

＋普通交付税

普 通 会 計

普 通 交 付 税

 普通交付税は、地方交付税の主体をなすもの

で、地方交付税総額の９４％に相当する。残り

６％は特別交付税として、特別の財政需要や特

別の事情がある場合に交付される。普通交付税

は、原則として、各地方公共団体の標準的な財

政需要及び財政収入を合理的に測定するために

一定の方法によって算定した基準財政需要額

が、基準財政収入額を超えた場合に、財源不足

額として交付される。

 地方公共団体の会計は、基本的な経費を経理

する一般会計と、特定の場合に設置される特別

会計とによって構成されているが、個々の団体

ごとに各会計の範囲が異なっている等のため、

団体間の財政比較や統一的な掌握が困難な状況

にある。普通会計は、地方財政統計上、全国統

一的に用いられる会計区分であり、それによ

り、地方公共団体間の財政比較や水準の把握が

可能となる。

各団体の決算→地方財政統計調査（決算

統計）→普通会計→各団体間の比較・水

準の把握が可能。→財政分析→財政の健

全化の掌握。

　財政構造の弾力性を測定する比率。

　人件費、扶助費、公債費等の義務的経費に、

地方税、地方交付税、地方譲与税を中心とした

経常一般財源がどの程度充当されたかみる指標

で、この比率が低いほど、普通建設事業費等の

臨時的経費に充当できる一般財源に余裕があ

り、財源構造が弾力性に富んでいることを示

す。

一般に ７５％  程　度・・・安全ｿﾞｰﾝ

　　　 ７６％～８５％・・・要注意ｿﾞｰﾝ

　　　 ８６％　以　上・・・危険ｿﾞｰﾝ

経常経費充当の一般財源の額

経　常　一　般　財　源

×１００（％）
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「財政用語集」

用　　語 意　　　　味 算　　　　式

　

×１００(％)

実 質 公 債 費 比 率

　現行の起債制限比率について一定の見直しを

行った新たな指標として、2006年度に導入。地

方自治体における一般財源の規模に対する公債

費の割合で、従来の起債制限比率では計算され

ない、公営企業の元利償還金への一般会計から

の繰出し等が反映され、実質的な財政の明確

化、透明化等を図る。

　この比率が１８％以上で地方債発行に国の許

可が必要で、２５％以上で単独事業の地方債が

発行できない。

（地方債の元利償還金（繰上償還を除

く）＋地方債の元利償還金に準ずるも

の）－（元利償還金に充てられる特定財

源＋普通交付税の額の基準財政需要額に

算入された地方債の元利償還金）

標準財政規模－普通交付税の額の基準財

政需要額に算入された地方債の元利償還

金

実 質 収 支 比 率

起 債 制 限 比 率

　地方債の許可制限に係る指標として地方債許

可方針に規定されたものであり、右記の算式に

よる過去３年度間の平均をいう。地方債許可方

針では、次の各号に該当した場合は、原則とし

て、当該各号に掲げる地方債を許可しないもの

とされている。

２０％以上３０％未満の団体　→　一般単独事

業及び厚生福祉施設整備事業に係る地方債。

３０％以上の団体　→　一般事業債

当該年度の元利償還金－（左に充てられた特定財

源＋普通交付税の算定において災害復旧費等とし

て基準財政需要額に算入された公債費＋普通交付

税の算定において事業費補正により基準財政需要

額に算入された公債費）

当該年度の標準財政規模－（普通交付税の算定に

おいて災害復旧費等として基準財政需要額に算入

された公債費＋普通交付税の算定において事業費

補正により基準財政需要額に算入された公債費）

の３年度間の平均。

　地方債の発行に伴う毎年度の元利償還金（公

債費）の額が適当かどうかにより、後年度の地

方債の借入（発行）を判断する指標で、この公

債費の一般財源に占める割合を公債費比率とい

う。経常収支比率とともに財政構造の弾力性を

みる上で重要である。

　この比率が１０％を超えないことが望ましい

とされている。

公 債 費 比 率

公債費充当一般財源額－公債費に係る単

位費用分

標準財政規模－公債費に係る単位費用分

　標準財政規模に対する実質収支額の割合。

実質収支額が黒字の場合は正数、赤字の場合は

負数で示される。

  黒字の場合はおおむね３～５％が望ましいと

される。

実質収支額

標準財政規模

義 務 的 経 費

　地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務

づけられ任意に削減できない経費をいう。歳出

のうち経常的経費とされている人件費、物件

費、維持補修費、扶助費、補助費等、公債費の

６費目は、広い意味ではすべて義務的経費であ

るが、人件費、扶助費、公債費の３費目が厳密

な意味での義務的経費とされる。

扶助費→地方公共団体が各種の法令、す

なわち生活保護法、児童福祉法、老人福

祉法等に基づき被扶助者に対して支給す

る費用。

普 通 建 設 事 業 費

　道路、橋梁、学校、庁舎等公共用又は公用施

設の新増設等の建設事業に要する投資的経費。

投資的経費→その支出の効果が資本形成

に向けられ、施設等がストックとして将

来に残るものに支出される経費。普通建

設事業費、災害復旧事業費、失業対策事

業費等。
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